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【令和元(2019)年度 研究進捗評価結果】 

評価 評価基準 
 A+ 当初目標を超える研究の進展があり、期待以上の成果が見込まれる 
 A 当初目標に向けて順調に研究が進展しており、期待どおりの成果が見込まれる 

◯ A－ 
当初目標に向けて概ね順調に研究が進展しており、一定の成果が見込まれるが、一部

に遅れ等が認められるため、今後努力が必要である 
 B 当初目標に対して研究が遅れており、今後一層の努力が必要である 
 

C 
当初目標より研究が遅れ、研究成果が見込まれないため、研究経費の減額又は研究の

中止が適当である 
（意見等） 

本研究は、現代の日本社会において、人々が日常的にどのような法律問題や紛争を経験し、また、ど

のように対応しているのかを、総合的・実証的に解明するとともに、高齢化率の更なる上昇によっても

たらされる社会の諸変化に適切に対応していくことが可能な司法制度の構築に関して、司法政策上の

提言を行うことを目的とするものである。 
研究計画にある調査のうち、①紛争経験調査方法を郵送調査に変更しているが、回収率は３９．４％

と低く、回収データの信頼性を懸念する。②訴訟利用調査について対象者数を４割削減し、回収率も計

画の５０％見込みに対して当事者２５．２％・代理人１３．２％と低い。③２０１８年度に実施する計

画の面接調査については同年度中に終了しておらず進捗が遅れている。本研究から提出された「特に重

要な論文」５編をみると４編は上記調査データを用いた分析ではなく、残りの１編も調査概要の紹介に

留まっており、調査データの分析に基づく論文公表が遅れている。 
しかし、これまでデータの取得について意欲的に取り組んできたことについては一定の評価ができ

るので、今後は取得したデータを活かし、トップレベルの国際的な学術雑誌への掲載も視野に入れた研

究成果の積極的な公表を望む。 



【令和３(2021)年度 検証結果】 
検証結果   当初目標に対し、期待どおりの成果があった。 

紛争経験や訴訟利用について大規模なサーベイ調査を行うとともに、面接調査による

定性的情報も用いて、現代日本社会における司法制度の実態について解明するという当

初の研究目的を達成することができた。理論的検討や過去の調査結果との比較も加える

ことにより、職場や働き方に関する紛争の増大や高齢者による商品・サービス購入や介

護をめぐる紛争の増大など司法制度改革と超高齢社会化を経た変化の諸側面が明らかに

されている。 
本研究により収集されたデータセットを用いた研究成果について、より多くの図書・

論文公表などを通じ、社会への一層の周知がなされることを期待する。 
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